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平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
採択候補先提案概要

別紙



【愛知県】
・豊田市

【宮城県】
・気仙沼市

【福島県】
・田村市

【群馬県】
・太田市

【長野県】
・木曽町

【青森県】
・青森市
・弘前市

【千葉県】
・勝浦市

【島根県】
・川本町

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業 採択候補先

No 実施地域 代表機関名 事業名

1 青森県青森市

青森県弘前市
(特非)あおもりIT活用サポートセンター 青森小惑星群計画-AOMORI ASTEROIDS PROJECT-

2 宮城県気仙沼市 宮城県気仙沼市 復興ＩＣＴ拠点整備先導プロジェクト

3 福島県田村市 (株)ジェイアール東日本企画 旧石森小学校拠点整備事業「田村市テレワークタウン化構想」

4 群馬県太田市 リコージャパン(株) ものづくり企業を応援する”太田ＣＳＶセンター”整備事業

5 千葉県勝浦市 (株)パクチー
廃校と地域資源を活用したＩＣＴクリエイター・テレワーカーらが集
う「勝浦テレワークセンター」の創出事業

6 長野県木曽町 長野県木曽町
～来業、企業、起業のかたち～木曽町未来型きぎょう拠点整備
事業

7 長野県白馬村 長野県白馬村
国際山岳観光資源×テレワークによる「しごとづくり・ひとづくりプロ
ジェクト」

8 愛知県豊田市 (株)Ｍ-easy ふるさとテレワークを活かした地域スモールビジネスによる人材
創造拠点整備事業

9 島根県川本町 島根県川本町 故郷で働ける、チャレンジできる「だからこそ、川本」創生事業

10 岡山県倉敷市 (一社)高梁川プレゼンターレ
2020年に向けたテレワークで紡ぐデータキャピタル活用流動創生
事業

【長野県】
・白馬村

【岡山県】
・倉敷市



コンソーシアム名 青森小惑星群共同体 -AOMORI ASTEROIDS PROJECT consortium-

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

特定非営利活動法人あおもりIT活用サポートセンター、青森県、弘前市、弘前大学、青森明の星短期大学、株式
会社コンシス、株式会社技術評論社、株式会社リ・ポジション、株式会社デザインアクト、株式会社アンティ・ファクト
リー、株式会社アンティ・システム、株式会社KDDIウェブコミュニケーションズ、株式会社リチャージ、株式会社ター
ビン・インタラクティブ、株式会社ソニックガーデン、一般社団法人データクレイドル

地方移動者数
個人移住：青森市5人・弘前市7人
個人長期派遣：青森市12人・弘前市20人

地元ワーカー数 個人：青森市22人・弘前市28人

事業概要

「青森小惑星群計画」は、地元ワーカーやUIJターン者が、地域コミュニティの中で都市の仕事を地方で請負う事業
である。青森県は、交通・気候など企業誘致には不利なため、個人の働く仕事を増やす。
官民で取り組んでいる、仕事を受託するプラットホーム（ギルド）により、都市からの業務が増加している。ギルドの
業務内容は、電子書籍化・Web制作・ライティング・ゲームイラストなど多岐にわたる。拠点整備により、受託業務を
中心としたコミュニティが形成、同時に自治体のUIJターン施策と連携し、都市から地方への移住を加速させる。
拠点整備する「青森市」「弘前市」は豪雪地帯であり、通勤困難者も多いため、テレワークによる業務効率化により
青森県内のテレワーク啓蒙にも寄与する。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
1.「青森小惑星群計画-AOMORI ASTEROIDS PROJECT-」

特定非営利活動法人あおもりIT活用サポートセンター（青森県青森市、青森県弘前市）



コンソーシアム名 気仙沼市ＩＣＴ拠点整備コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

気仙沼市、気仙沼信用金庫、株式会社ＬＡＳＳＩＣ、株式会社Ｒ＆Ｐ ＣＯＮＳＵＬＴＩＮＧ、タイムカプセル株式会社
（上記は現時点の予定。事業採択を受けて、交付決定までに正式にコンソーシアム組成予定）

地方移動者数 従業員：３人 個人：１人 地元ワーカー数 従業員：３人 個人：未定

事業概要

市内遊休施設を改装整備し、都市部からの進出企業、起業創業者等の事業拠点とする。これによって都市部からの企業進
出やＵＩターン者・地元在住者による起業・創業を円滑化することで、職種の幅を広げ、人口減少への対応、新産業の創出を行
う。 また、本事業で整備する拠点を、当市における新産業創出の拠点として位置づけ、ＩＣＴ産業やシェアリングエコノミーなど
の新たなビジネスが将来にわたって生まれ続けるための原動力とする。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
2.「復興ＩＣＴ拠点整備先導プロジェクト」

宮城県気仙沼市（宮城県気仙沼市）
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都市部で研修を実施
（起業・創業希望者向け）

人材プール
形成

入居を案内

テレワーク拠点を整備

市内遊休施設を整備し、拠点オフィス化

①廃校舎をオフィス仕様に改修（ＯＡ床、壁
紙、冷暖房、デスク、パーティション）

②インターネット環境の導入、ソフトウェアの
購入

都市部に拠点を有する企業

企業進出
社員ＵＩＪターン

地元雇用も創出

地方創生、震災復興に貢献したいなぁ
自然と共生する働き方をしたいなぁ

地方をビジネスチャンスと
捉えて起業したいなぁ

新しい分野の仕事がしたいなぁ

【ＵＩターン促進】

【ＵＩターン促進】

【Ｕターン、労働
力人口増大】
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気仙沼・本吉地域における新産業創出の
拠点として位置づけ

①進出企業拠点、②創業拠点、③コワー
キングスペース

ここを拠点に、ＩＣＴ、シェアリングエコノミー、
マーケティングなどを活用した新産業を創出

自
治
体誘致

活動



コンソーシアム名 田村市ふるさとテレワーク推進コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

株式会社ジェイアール東日本企画、田村市、株式会社ワールドインテック福島、
アカデミア・コンソーシアム・ふくしま

地方移動者数 従業員：10人 個人：5人 地元ワーカー数 従業員：10人 個人：5人

事業概要

田村市では市保有の遊休公共施設をテレワークセンターとして利活用し、市内へ多展開する「田村市テレワークタウン化構想」
を目指す。本年度は、旧石森小学校の拠点整備を行い、企業のサテライトオフィスを誘致し、都市部から人と仕事を移動させる。
テレワークによる雇用の創出、柔軟な働き方を実現することで地方移動者、地元ワーカーそれぞれのワークライフバランスの向
上を図り、ひいては働き方改革、一億総活躍社会の礎を築く。同時に福島の復興拠点として、中通りから浜通りへと続く人の流
れを生み出す。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
3.「旧石森小学校拠点整備事業『田村市テレワークタウン化構想』」

株式会社ジェイアール東日本企画（福島県田村市）

一般社団法人ジェット

＜都市部から移動する人と仕事＞

ロボット開発、ITソリューション構築、
WEBデザイン等の業務と、これら
の技術者育成、普及展開事業

コンソーシアム参画機関・株式会
社ワールドインテック福島のグ
ループ会社、株式会社ワールドイ
ンテック・東京本部のBPOを担う

株式会社あしたるんるんラボ

都市部・通信販売会社の商品開
発、製造管理、在庫管理、ECサイ
ト管理、顧客管理等の業務



新横浜
御殿場

産業支援センター
入居協力企業

太田プラスチック
工業会

㈱ダンクソフト
リコージャパン㈱

コンソーシアム名 太田市ソリューションテレワーク推進事業コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

リコージャパン㈱、太田市、ミネルヴァ・コンサルティング㈱、㈱ダンクソフト、太田プラスチック工業会、
太田機械金属工業協同組合、国立大学法人群馬大学、ento、㈱リコー

地方移動者数 従業員：6名(H29年度) 個人：3名(H29年度) 地元ワーカー数 従業員：5名(H29年度) 個人：5名(H29年度)

事業概要

太田市の既存施設を改修し、最新のテレワーク、ＩＣＴ設備・機器と快適な働く環境に整備し、サテライトオフィス及びコラボレー
ションスペースとして使用する。以下の①～⑤の拠点とする。
①都市部企業の機能と人を太田に移動し、都市部の本社あるいは開発拠点と連携し、テレワークで仕事を行う。
②子育て、介護等の理由で太田に移動したい都市部従業員や個人に移動後、都市部業務を提供し、テレワークで仕事を行う。
③都市部や太田の仕事を太田及び交流先の個人事業主や起業家が首都圏、他地域施設と連携し、テレワークで仕事を行う。
太田の課題である人手不足の解消の為、④都市部企業がテレワークで働きたい女性を採用し、都市部及び太田の仕事を行う。
⑤都市部企業が太田企業と連携して地元に戻りたい人材や働きたい人材を採用・育成してＩＴを駆使してものづくり支援を行う。
以上の事業により、都市部との人と仕事のコラボレーションによる太田の更なる活性化と太田の課題解決を一過性で無く、
継続的に図ると共に、(遠隔)検査・(耐久)試験・(工程)診断業務や環境、健康ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等ﾃﾚﾜｰｸの新しい分野を創出する。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
4.「ものづくり企業を応援する“太田CSVセンター”整備事業」

リコージャパン株式会社（群馬県太田市）

①リコーＧ新規事業（環境ｴﾈﾙｷﾞｰ、健康
分野）のマーケティング・企画（例１）

移動する都市部仕事：
環境ｴﾈﾙｷﾞｰ・健康ソリューションのマーケティング・企画
環境ｴﾈﾙｷﾞｰ・健康ソリューションの検証、実証
環境ｴﾈﾙｷﾞｰ・健康ソリューションの研究開発（産学官連携）
快適で生産性の高いｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽの検証（産学官連携）
リコーＥＳ事業センターのサテライト機能（産学官連携）

②③リコーフューチャーハウス ROLE会員
からの業務委託、起業支援及び交流
（例１，２，３）

移動する都市部仕事：
都市部（海老名周辺）の事業家、起業家の業務
都市部（海老名周辺）の起業家、事業家と太田周辺の
起業家、個人事業主との仕事と人の交流

④都市部企業が、太田周辺のテレワークで
働きたい女性を採用し、仕事を行う（例４）

⑤都市部企業と太田周辺企業が連携し、
地元に戻りたい、働きたい人材を採用し、
太田周辺企業のものづくり支援
（例１，４）

地方移動者 2名

地方移動者2名、個人1名、地元ワーカー（個人）5名

地方移動者 1名、個人1名、地元ワーカー 2名

地方移動者 1名、個人1名、地元ワーカー 3名

㈱リコー
RFH／ROLE

㈱リコー
ES事業ｾﾝﾀｰ

移動する都市部仕事：
都市部企業、個人のWebﾃﾞｻﾞｲﾝ、ｺﾝﾃﾝﾂ作成、
Webﾗｲﾃｨﾝｸﾞ、HP作成

太田周辺企業の人事・給与・経理・総務

太田市群馬大学 リコージャパン㈱

移動する都市部仕事：
生産改善支援サービス、人材育成
３Ｄプリンタ造形サービス

太田周辺企業の検査・試験・診断業務
〃 生産・運搬業務
〃 CADｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

雇用テレワーク
普及セミナー開催

テレワーカー
養成講座開催

㈱ダンクソフト

テレワーク推進事業

マーケティング事業

ものづくり支援事業

インキュベーション事業

太田CSVｾﾝﾀｰ
（ｻﾃﾗｲﾄ&ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ）

ミネルヴァ・
コンサルティング㈱

※

ｅｎｔｏ

太田機械金属工業
協同組合

（社労士、税理士）

※ROLE＝ﾘｺｰｵﾌｨｽ&ﾗｳﾝｼﾞ海老名
（会員制ﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ、ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ）



コンソーシアム名 勝浦ふるさとテレワークコンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

株式会社パクチー、勝浦市、株式会社トゲル

地方移動者数 従業員：2 個人：2 地元ワーカー数 従業員：4 個人：2

事業概要

人口が減少し過疎地域に指定された勝浦市の廃校（旧）清海小学校を本事業で改修・整備し「勝浦テレワークセンター」を開設。
東京から電車で９０分、海まで徒歩０分のロケーションと魅力的な地域資源（温泉・海の幸・地酒・釣り・ゴルフ場等）は、ワーク・
ライフ・バランスの向上とテレワーク勤務者の家族の移住につながり、地方からのＧＤＰ押し上げの一翼を担います。
都市部と同様の仕事環境を整備するため、セキュアなネットワーク構築、作業空間の改修整備は、廃校に新しい「価値」を生み
出し、地方へ人と仕事の流れを創出し、地元ワーカー等の創業支援の場へと変わります。行政と民間企業のコンソーシアムに
よりＩＣＴやテレワークを活用した継続的な事業を進め、近隣地域と一体となった新しい地方創生を目指します。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
5.廃校と地域資源を活用した ICTクリエイター・テレワーカーらが集う「勝浦テレワークセンター」の創出事業

株式会社パクチー（千葉県勝浦市）



コンソーシアム名 木曽町ITビジネス推進コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

長野県木曽町、木曽町商工会、特定非営利活動法人ふるさと交流木曽
株式会社タスクールPlus、MASTコンサルティング株式会社
一般社団法人日本地域資源学会、BOCCA 、zeroichiworks

地方移動者数 従業員：6人 個人：1人 地元ワーカー数 従業員：0人 個人：1人

事業概要

“木曽町未来型きぎょう”とは、木曽町が考える3つのきぎょう、すなわち来業（都市部からの企業誘致）、企業（地元企業の発
展）、起業（地元の若者や移住者の創業）の有機的な連携を図る計画のことである。
木曽町は檜を代表とする良質な木材を使った産業の歴史が古く、建築木工デザインとはゆかりが深い土地である。この特性を
生かすため、“デザイン”を全体のコンセプトとした4か所のテレワーク施設・コワーキング施設の整備を行っている。将来的には
日本中の工務店から長期派遣を受入れる拠点を整備していくつもりである。本年度の事業は、4か所の施設のうち市街地に設
置する拠点Space Matsuya（仮称）を大企業のテレワーク拠点として耐えうるレベルまで整備し、テレワーク拠点としての魅力を
向上させることを狙いとしている。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
6.「～来業、企業、起業のかたち～木曽町未来型きぎょう拠点整備事業」

長野県木曽町（長野県木曽町）

・短期出張利用
・長期出張利用
・テレワーク利用
・コワーキング利用

都心部企業
フリーランス、学生

・富士ゼロックス（株）
・（株）Tree to Green
・（株）タスクールPLUS
・合同会社River-Win
・zeroichiworks

－ 本年度参画事業者 －

次年度以降、実績を基にコンソーシ
アムが仲介となり、他の企業、大学
などと提携し利用促進を図る。

・テンプホールディングス（株）

・立教大学社会学部ほか

－施設利用検討企業－

木曽町未来型きぎょう拠点整備事業コンソーシアム

木曽町未来型きぎょう拠点整備事業

テレワーク環境

インフラ構築〜運用支援

テレワーク拠点
既存施設や遊休施設も活用

木曽の自然に囲まれ
た中で環境を変えて

来業、企業、起業、新しいかたち
※来業=きぎょう

人材・情報の交流
出会いと学びの場

本来業務継続環境 商品開発環境情報共有

起業・雇用・定住の支援 セミナー、教育の支援 人材交流・育成の支援

デザイン・ものづくり支援コラボビジネス支援

檜や木工を始め品質の高い
素材や商材があり、都心部の
企業と連携しデザイン性が高く
マーケティングニーズにあった
発信力の高い商品を開発する
ことで、ビジネス創造の場となる

IT教育など含めて地元の学生が
利用することで、人材育成を図る
ことができる

・コワーキング利用
・テレワーク利用
・設備利用
・情報交換・収集利用

地元企業
フリーランス、学生

スキー場施設（大自然の中のオフィス整備）

商店街コワーキングスポット（出版デザイン）

ふるさと体験館（建築・ものデザイン）
Space 

Matsuya
（仮称）※補助対象

・MIZUNO（株）

－施設利用企業等－



新しい仕事の創出
多様な人々の交流
知識と経験の蓄積

コンソーシアム名 白馬村ふるさとテレワークコンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

長野県白馬村、ヤフー株式会社、SBドライブ株式会社、長野県

地方移動者数 従業員：２名以上 個人：１名以上 地元ワーカー数 従業員：１０名以上 個人：２名以上

事業概要

長野五輪後にノルウェーから譲り受けた村有施設を活用し、整備した拠点において連携協定を締結しているヤフー株式会社等
の社員がテレワーカーとして都市部の業務を行うとともに、地元ワーカーを雇用することで、住民が望む安定した通年雇用及び
観光閑散期に人的資源を活用する「一人多役（マルチワーク）」に対応できるフレキシブルなパートタイムワークを創出する。
同時にフリーランスの移住者や長期滞在のテレワーカーが利用できるコワーキングスペースを整備し、国内外からの来訪者と
住民との交流の場とする。また、拠点利用者が地域の子ども～大人にIT教育を行うとともに、連携協定を締結している信州大
学や白馬高校との協働拠点とすることで、観光活性にも資するIT人材育成及び若者の地域への定着を推進する。
本事業により、観光偏重となっている地域の雇用に関する課題を解決し、それぞれのライフスタイルに合ったしごと環境を確保
して一人ひとりが輝く地域を創出するとともに、多様な人々の交流から知識と経験を蓄積することで地域の活力を創出する。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
7.国際山岳観光資源×テレワークによる「しごとづくり・ひとづくりプロジェクト」

長野県白馬村（長野県白馬村）

整備
拠点

村有施設
提供

都市部の業務
情報・スキル交換
イベント企画・運営
ＩＴ人材育成
お試しサテライトオフィス

連携協定に
基づく協働

テレワーク
地元雇用

起業・就業
スキルアップ

地域住民
国内外移住者
二地域居住者
長期滞在者

サテライトオフィス ＋ コワーキングスペース

交流

ノルウェービレッジ

通年雇用
が少なく
収入が
不安定

観光以外
の仕事が
少ない

↓

若者が
定着しない

課題

一人多役（マルチワーク）
雇用安定化・所得向上
多様な働き方への対応

↓

一人ひとりの活躍による
事業・イベントの有益化
挑戦する地域づくり
若者の定着



コンソーシアム名 つくラッセル事業推進コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

株式会社Ｍ－ｅａｓｙ、株式会社ピー・エス・サポート、名古屋大学未来社会創造機構森川高行教授（調整中）、名古屋大学大学
院環境学研究科高野雅夫教授（調整中）、東京大学大学院教育科学研究科牧野篤教授（調整中）、一般社団法人おいでん・さ
んそん、築羽自治区、豊田市

地方移動者数 従業員：３ 個人：１ 地元ワーカー数 従業員：０ 個人：５

事業概要
サテライトオフィス、コワーキングオフィスに、企業・大学を誘致。企業、大学、行政、地域がともにはたらき、持続的に成長発展
できる地域スモールビジネスが沸き上がる人材創造拠点となる。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
8.「ふるさとテレワークを活かした地域スモールビジネスによる人材創造拠点整備事業」

株式会社M-easy（愛知県豊田市）



コンソーシアム名 川本町ふるさとテレワーク推進コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

島根県川本町、有限会社Willさんいん、株式会社日本ワイドコミュニケーションズ、ビットスター株式会社、
バリュープレス株式会社

地方移動者数 従業員：３ 個人：３ 地元ワーカー数 従業員：１ 個人：１０

事業概要

遊休町有施設を活用しテレワーク拠点の環境整備を行い、都市部企業の進出を図るとともに進出企業と地元テレワーク人材
の持続可能なコミュニティ形成を行うことで、人と仕事の流れを創出する。テレワークを活用した新しい働き方の普及促進により、
働きたくとも様々な制約で働くことができない町民の就労機会創出とコンソーシアム参画企業の強みを活かした、これまでに無
いＩＣＴ産業の創出に取り組み、若者が故郷で働ける、チャレンジできる環境を整備することにより、喫緊の課題である人口減少
の抑制と就業機会の創出を解決し、中国地方における過疎地域の成功モデルとなる「ふるさとテレワーク推進事業」を実現する。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
9.「故郷で働ける、チャレンジできる「だからこそ、川本」創生事業」

島根県川本町（島根県川本町）

（株）バリュープレス
東京

都市部企業
人と仕事の移動

支援・連携

川本町

都市部から長期派遣
サテライトオフィス利用

事業推進、地域経済循環の仕組みと仕事づくり

川本町テレワークセンター兼サテライトオフィス

拠点運営、業務マネジメント
テレワーク人材育成
（有）Willさんいん

島根

テレワーク人材育成・業務開拓
 テレワーカー、マネージャー人材育成
 都市部業務の開拓

小さな起業・創業促進
 個人・フリーランス身の丈起業
 ローカルジャーナリスト育成

ローカルプレス発信拠点

（株）日本ワイドコミュニケーション
東京、神奈川、三重、広島、島根、沖縄

ビットスター（株）
札幌、東京、大阪

各社クリエイティブ
業務の発注

バーチャルオフィス
 テレワーク業務管理システム 故郷で働ける、チャレンジできる

多様な働き方の実現

新たな就労機の会向上



コンソーシアム名 高梁川流域テレワーク推進コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

 一般社団法人高梁川プレゼンターレ
 倉敷芸術科学大学
 倉敷市
 一般社団法人日本テレワーク協会

地方移動者数 従業員：4人 個人：1人 地元ワーカー数 従業員：1人 個人：10人

事業概要

倉敷美観地区近隣の、同一敷地内にある「古民家」２棟と、「蔵」１棟を活用し、「旧倉敷・稲荷町テレワークセンター（仮称）」を
整備する。２棟の古民家は、「コンテンツ系事業者向け」及び「IT事業者向け」のサテライトオフィスとし、蔵は、サテライトオフィス
利用者及び地元テレワーカーが利用可能なミーティングスペース及び作業スペースとする計画である。
また、本事業においては、倉敷市が平成28年度「テレワークで紡ぐデータキャピタル事業」で整備した、テレワーク支援システ

ムやオンライン教育コンテンツ等を最大限活用しつつ、中枢連携都市圏内の近隣他市のテレワーク拠点と連携する。

平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業
10.「2020年に向けたテレワークで紡ぐデータキャピタル活用流動創生事業」

一般社団法人高梁川プレゼンターレ（岡山県倉敷市）

美観地区近隣の古民家を活用した
倉敷らしいテレワーク拠点

中枢連携都市圏の
テレワーク拠点連携

平成28年度から推進されている
テレワーク推進事業資産の活用
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